
比　較 伸　率
決算額（Ａ） 構成比 決算額（Ｂ） 構成比 （Ａ）－（Ｂ）

人 件 費 794,424 10.9 761,957 10.1 32,467 4.3

扶 助 費 1,290,438 17.7 1,237,387 16.4 53,051 4.3

公 債 費 554,310 7.6 506,448 6.7 47,862 9.5

小 計 2,639,172 36.2 2,505,792 33.3 133,380 5.3

1,356,856 18.6 1,270,047 16.9 86,809 6.8

48,347 0.7 38,510 0.5 9,837 25.5

879,841 12.1 895,812 11.9 △ 15,971 △ 1.8

936,026 12.9 1,173,807 15.6 △ 237,781 △ 20.3

639,089 8.8 790,212 10.5 △ 151,123 △ 19.1

784,573 10.8 849,692 11.3 △ 65,119 △ 7.7

0 0.0 0 0.0 0

0 0.0 0 0.0 0 0.0

7,283,904 100.0 7,523,872 100.0 △ 239,968 △ 3.2

※決算統計資料より(一般会計・渇水会計)

○平成２３年度普通会計決算概要　＜性質別＞

繰 出 金

投 資 及 び 出 資 金

維 持 補 修 費

補 助 費

積 立 金

普 通 建 設 事 業 費

義
務
的
経
費

（単位：千円、％）

物 件 費

元金償還開始により増額になっています。

普通建設事業費については、まちづくり交付金事業、耐水性貯水槽設置事業等がありましたが、

子ども手当や保育所運営費が増額となりました。物件費は避難所防災備品、無線機・衛星携帯電話

予 備 費

歳 出 合 計

町営住宅建替事業が終了したため減となっています。公債費についても、平成19年度借入町債の

等の防災対策関係費で増額となっています。補助費は一部事務組合負担金等が減となっています。　

平成２２年度
科　　　目

平成２３年度

　人件費については、制度改正により議員共済費が増額になっています。扶助費については、
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0.7% 
物件費 

扶助費 

普通建設事業費 

補助費 

人件費 

繰出金 

積立金 

公債費 

その他 


